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5-1 制度・法律・政策

インターネット関連法律の全体動向

岡村 久道 ●弁護士 国立情報学研究所 客員教授

ドローン関連事件をうけて小型無人機等飛行禁止法が制定された。年金
機構の情報流出をふまえてサイバーセキュリティ基本法が、個人情報保
護法改正をふまえて行政機関個人情報保護法等が改正された。情報通信
環境の変化に対応して銀行法、割賦販売法も改正された。

　2016年春の通常国会（第190回国会）では、重
要なインターネット関連法案が可決成立した。そ
の一覧は、資料5-1-1のとおりである。以下、成

立した個々の法案について、成立日の順に説明
する。

資料5-1-1　関連法律の全体動向

出典：筆者が作成

■小型無人機等飛行禁止法
　正式名称を「国会議事堂、内閣総理大臣官邸そ
の他の国の重要な施設等、外国公館等及び原子力
事業所の周辺地域の上空における小型無人機等の
飛行の禁止に関する法律」という。
　首相官邸にドローンが落下している事件が
2015年4月に発覚し、その直後に元自衛官の男が
福井県警に自首した。他にもドローン関係の事件
が複数発生した。これを契機にドローンの法整備
が議論され、同年9月11日公布の改正航空法でド
ローン等の小型無人機の飛行ルールが設けられて

いた。
　さらに、今回制定された本法では、「国会議事
堂、内閣総理大臣官邸その他の国の重要な施設
等、外国公館等及び原子力事業所の周辺地域（対
象施設周辺地域）の上空における小型無人機等
の飛行」が原則禁止され、所定の手続を経なけれ
ば飛ばせないこととなった。対象施設周辺地域と
は、対象施設の敷地または区域およびその周囲お
おむね300メートルの地域である。手続とは資料
5-1-2のとおりである。
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資料5-1-2　小型無人機等飛行禁止法について

出典：対象施設周辺地域において小型無人機等の飛行を行う場合の手続（警察庁）、2016年

■サイバーセキュリティ基本法・情促法
律の改正
　日本年金機構の情報流出事件が2015年5月に
発覚し、他にも自治体等からの情報流出が発覚
した。これらの事件をふまえ、政府機関等のサイ
バーセキュリティ対策の抜本的強化を図るため、

サイバーセキュリティ基本法と情報処理の促進に
関する法律（情促法）が改正された。改正の概要
は資料5-1-3のとおりである。この資料の「現行
法」部分が改正前、「拡大」部分が改正によって
新たに対象となった箇所である。
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資料5-1-3　サイバーセキュリティ基本法・情促法の改正

出典：サイバーセキュリティ基本法及び情報処理の促進に関する法律の一部を改正する法律案の概要（内閣官房）、2016年

■行政機関個人情報保護法等の改正
　個人情報保護法の2015年改正をふまえ、それ
との調和を図るため、行政機関個人情報保護法・

独立行政法人等個人情報保護法も改正された。改
正の具体的内容については資料5-1-4を参照され
たい。

資料5-1-4　行政機関個人情報保護法等の改正

出典：行政機関個人情報保護法等改正法案の概要（総務省）、2016年
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■銀行法等の改正
　情報通信技術の進展等の環境変化に対応するこ

とを目的として、銀行法等が一部改正された。改
正の概要は資料5-1-5のとおりである。

資料5-1-5　銀行法等の改正

出典：情報通信技術の進展等の環境変化に対応するための銀行法等の一部を改正する法律の概要（金融庁）、2016年

■割賦販売法の改正
　クレジットカードを取り扱う販売業者における
クレジットカード番号等の漏えい事件や不正使用
被害の増加等をふまえ、FinTech企業1の決済代行
業への参入を見据えつつ、安全・安心なクレジッ
トカード利用環境を実現するために必要な措置を
講じる目的による改正である。
　第1に、クレジットカード情報の適切な管理等
として、販売業者に対し、クレジットカード番号
等の適切な管理及び不正使用の防止（決済端末の
IC対応化等）を義務付ける。第2に、販売業者に
対する管理強化として、クレジットカード番号等
の取扱いを認める契約を締結する事業者に登録制
度を設け、その契約を締結した販売業者に対する
調査及び調査結果に基づいた必要な措置を行うこ
と等を義務付ける。
　第3に、FinTechの更なる参入を見据えた環境

整備として、十分な体制を有する FinTech 企業
も前記登録を受け、法的位置付けを獲得すること
を可能とするとともに、カード利用時の販売業者
の書面交付義務について、電磁的方法による情報
提供も可能とする。他に特定商取引法2016年改
正に対応するための措置も盛り込まれている。

■結びに代えて
　2016年夏以降、2014年改正個人情報保護法に
関する政令（個人情報保護法施行令）が改正、個
人情報保護委員会規則（個人情報保護法施行規
則）が制定、政府の基本方針が一部変更されると
ともに、個人情報保護委員会の複数のガイドライ
ンが公表された。行政機関個人情報保護法等の改
正に伴う政令等の整備に向けた検討作業も進めら
れている。他方で2016年秋の臨時国会には、官
民データ活用推進基本法案が提出され、審議入り
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している。
　2017年には、改正個人情報保護3法（個人情報
保護法、行政機関個人情報保護法及び独立行政法
人等個人情報保護法）の全面施行、番号利用法の

本格施行が控えている。さらに、2017年春の通
常国会には関連法案の提出も検討されている。
　これらを軸として、企業、行政機関など、国民
は本格的な対応を迫られる段階となっている。

1.FinTech（フィンテック）とは、finance（金融）と technology（技
術）を掛け合わせた造語。FinTech企業とは IT業界から金融業
界に参入し、情報技術を活用して新しい金融サービスを開拓・
提供する企業を指す。
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